
 資料６－３  

 

府中市立南保育所の民間移管に伴う設置運営事業候補者募集要項（案） 

様 式 集 

資料№ 様式名 
該当 

頁数 

様式１ 応募登録書  ２ 

様式２ 法人の沿革  ３ 

様式３ 法人の事業実績  ４ 

様式４ 設置運営事業候補者申込書兼誓約書  ５ 

様式５ 提出書類チェックリスト  ６ 

様式６ 事業者（法人）概要書  ７ 

様式６-２ 履歴書  13 

様式７ 運営施設事業概要書Ⅰ 14 

様式８ 運営施設事業概要書Ⅱ 18 

様式９ 事業計画書Ⅰ  23 

様式 10 事業計画書Ⅱ  32 

様式 11 事業収支計画書 36 

様式Ａⅰ 質問書  37 

様式Ｂⅱ 事業者説明会・現地見学会の参加申込書  38 

平成２８年○月 



様式１ 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

府 中 市 長 

所 在 地  

法 人 名  

代表者名  （印） 

 

 

府中市立南保育所の民間移管に伴う設置運営事業候補者募集に係る 

応募登録書 

 

 

 府中市立南保育所の民間移管に伴う設置運営事業候補者募集要項の規定により、応

募登録を願いたく、関係書類を添えて届け出ます。 

 

 

１ 添付書類 

 ⑴ 法人の沿革（様式２） 

 ⑵ 法人の事業実績（様式３） 

 

２ 担当者連絡先 

 

担当者名  

連

絡

先 

住  所 
〒 

 

Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｆ Ａ Ｘ  

E－ma i l  
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様式２ 

法人の沿革 
年月 法人の沿革（経歴） 

（例） 

昭和○○年○月 

昭和○○年△月 

昭和○△年×月 

平成△△年×月 

 

社会福祉法人●●会設立 

東京都府中市にて■■保育園開設  （定員 ××名） 

■■保育園増改築 （定員 ××名に変更） 

■■保育園にて病児保育事業（病後児対応型）開始 

注記： 

 ・ 法人設立から現在に至るまでの状況について、時系列で記入してください。また、事業内

容についても具体的に記入し、必要に応じて記載欄を広げてください。 
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様式３ 

法人の事業実績（応募日現在） 

 

１ 社会福祉事業関連施設・事業所の一覧 

種別 名称 
総定員

（人） 
認可等年月日 

所在地（区市町

村名まで記載） 

年間償還金（千

円）※ 

例：（認可）保育所 府中○×保育園 90 S55.10.1 東京都府中市 10,000 

例：小規模保育事業 府中○×事業所 15 S27.4.1 同上 1,000 

例：児童養護施設 府中○×△ 20 S62.3.1 同上 11,000 

      

      

      

      

      

      

      

※年間償還金欄には、当該施設等の建設に係る借入金の年間償還金額（平成 27 年度分）を記入してください。 

 

２ 社会福祉事業以外の事業 

区分 実施の有無 事業の概要 事業開始年月日 

公益事業 □有 □無 
 

 
 

収益事業 □有 □無 
 

 
 

その他の事業 □有 □無 
 

 
 

注記： 

 ・ 「１社会福祉事業関連施設・事業所の一覧」には法人が運営する全ての施設・事業所につ

いて記載してください。 

 ・ 上記の記載欄は適宜追加等してください。 
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様式４ 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

府 中 市 長 

所 在 地  

法 人 名  

代表者名  （印） 

 

 

府中市立南保育所の民間移管に伴う設置運営事業候補者募集に係る 

設置運営事業候補者申込書兼誓約書 

 

 

 府中市立南保育所の民間移管に伴う設置運営事業候補者募集要項（以下「要項」と

いう。）の規定により、設置運営事業候補者として選定を受けたく、関係書類を添え

て申し込みます。 

 なお、要項に規定する応募者の資格を有し、かつ、欠格事項に該当しない者である

こと並びに本書及び添付書類の記載事項は事実と相違なく、提案内容を誠実に履行す

ることを誓約します。 

 

１ 添付書類 

  別紙「設置運営事業候補者申込書類一覧」のとおり 

 

２ 担当者連絡先 

 

担当者名  

連

絡

先 

住  所 
〒 

 

Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｆ Ａ Ｘ  

E－ma i l  
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様式５ 

設置運営事業候補者申込書に伴う提出書類チェックリスト 

 

 

 

 

 

未定稿 
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（様式 6_1） 

様式６ 

事業者（法人）概要書 

１ 法人名称 

  

２ 法人の設立目的 ※必要に応じて適宜、記載欄を追加してください。 

  

３ 法人の運営理念・方針 ※必要に応じて適宜、記載欄を追加してください。 

  

４ 法人の職員数 

常勤かつ正規職員の数 人 

上記を除く非常勤職員等の数 人 

５ 不動産所有・借用状況 ※必要に応じて適宜、記載欄を追加し、自己所有・借用（相手方）の別の欄で借用の場合

は「括弧内」に相手方を「民間」・「市」・「その他」で記載してください。 
自己所有・借用（相

手方）の別 

土地・建

物の別 
所在地 

敷地・延床

面積（㎡） 
不動産の用途 抵当権の有無 

例：借用（民間） 土地 府中市宮西町 2-24 100 駐車場用地 無し 

例：借用（市） 土地 府中市宮西町 2-24 1,000 保育所用地 無し 

例：自己所有 建物 府中市宮西町 2-24 800 保育所建物 無し 
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（様式 6_2） 

６ 役員一覧（平成 28年６月１日現在） 

【記載方法】 

 ○ 必要に応じて記載欄を追加してください。 

 ○ 他法人の理事欄には、他の法人の理事を兼務している場合に当該法人名を記入してください。 

 ○ 親族関係等欄には、各役員について、親族その他特別の関係（６親等内の血族、配偶者、３親等内の姻族等）があ

る者が含まれている場合は、その関係を具体的に記入してください。 

 ○ 選出区分欄には、社会福祉事業について学識経験を有する者の場合は「学識経験」、地域の福祉関係者の場合は「地

域福祉」、施設長の場合は「施設長」、財務諸表等を監査し得る者である場合は「財務監査」、その他である場合は「そ

の他」と記入してください。 

■理事会役員一覧 ※全ての理事の履歴書（様式 6-2）を添付してください。 

№ 役職名 氏名 他法人の理事 親族関係等 選出区分 

1 理事長     

2 理事 例：府中 太郎 府中○○会 №３理事の子（長男） 学識経験 

3 理事     

4 理事     

5 理事     

6 理事     

7 理事     

8 理事     

9 理事     

10 監事     

11 監事     

 

■評議員一覧（平成 28年６月１日現在） ※設置の有無欄は該当する事項に☑を記入してください。 

設置の有無 □評議員会設置（下表のとおり）  □評議員会未設置 

区分 氏名 他法人の理事 親族関係等 選出区分 

1     

2 例：府中 花子 府中×○会 理事長の配偶者 地域福祉 

3     

4     

5     

6     

7     

8     

9     

10     

11     
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（様式 6_3） 

７ 法人の財務状況 ※以下、必要に応じて適宜、記載欄を追加してください。 

① 経常収入金額（資金収支計算書）の推移（５年間） 

（円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

法人計      

 本部      

 （施設名）例：○○園      

 （施設名）例：△○園      

年度間に大きな増減（前年度合計額の 20%以上）がある場合、その理由を記載 

 

 

② 経常活動資金収支差額（事業活動資金収支計算書）の推移（５年間） 

（円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

法人計      

 本部      

 （施設名）例：○○園      

 （施設名）例：△○園      

年度間に大きな増減（前年度合計額の 20%以上）がある場合、その理由を記載 

 

 

③ 借入金残高（貸借対照表）の推移（５年間） ※長・短すべての借入金を記載 

（円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

法人計      

 本部      

 （施設名）例：○○園      

 （施設名）例：△○園      

年度間に大きな増減（前年度合計額の 20%以上）がある場合、その理由を記載 
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（様式 6_4） 

 

④ 純資産の部合計（貸借対照表）の推移（５年間） 

（円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

法人計      

年度間に大きな増減（前年度合計額の 20%以上）がある場合、その理由を記載 
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（様式 6_5） 

８ 所轄庁による法人監査（指導検査）の状況  

【添付書類】○ 平成 25～27 年度の検査（監査）結果通知（写）を添付してください。 

      ○ 当該期間内で監査（指導検査）の実施が無い場合は、直近の状況として検査（監査）結果通知（写）及

びその対応（改善報告書（写））を添付してください（直近１回分）。 

【そ の 他】○ 以下は必要に応じて適宜、記載欄を追加してください。 

① 直近の状況 

年度 実施状況 指摘事項 指摘内容 改善状況 

平成 25 年度 □実施 

□未実施 

□あり 

□なし 

□文書指摘 

□口頭指摘 

□改善済み 

□改善予定 

平成 26 年度 □実施 

□未実施 

□あり 

□なし 

□文書指摘 

□口頭指摘 

□改善済み 

□改善予定 

平成 27 年度 □実施 

□未実施 

□あり 

□なし 

□文書指摘 

□口頭指摘 

□改善済み 

□改善予定 

上記３か年度とも法人監査（指導検査）が未実施の場合は下記に理由を記入 

 

 

 

② 具体的な指摘内容と改善内容  

年度 指摘事項（文書または口頭指摘） 是正又は改善内容 

平成 25 年度   

平成 26 年度   

平成 27 年度   
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（様式 6_6） 

９ 所轄庁による施設監査（指導検査）の状況 

【作成方法・添付書類】 

 ○ 現に運営している全ての保育所について記載してください（複数施設ある場合は、施設毎に当該「９ 所轄庁によ

る施設監査（指導検査）の状況」を追加し、作成してください。）。 

 ○ 上記で作成した書類の後に平成 25～27 年度の施設監査の結果通知（写）を添付してください。 

 ○ 当該期間内で監査（指導検査）の実施が無い場合は、直近の状況として検査（監査）結果通知（写）及びその対応

（改善報告書（写））を添付してください（全保育所・直近１回分）。 

 ○ 以下は必要に応じて適宜、記載欄を追加してください。 

 

施設名  所在区市町村名  

施設区分 □民設民営 □公設民営   

 

年度 実施状況 指摘事項 指摘内容 改善状況 

平成 25 年度 □実施 

□未実施 

□あり 

□なし 

□文書指摘 

□口頭指摘 

□改善済み 

□改善予定 

平成 26 年度 □実施 

□未実施 

□あり 

□なし 

□文書指摘 

□口頭指摘 

□改善済み 

□改善予定 

平成 27 年度 □実施 

□未実施 

□あり 

□なし 

□文書指摘 

□口頭指摘 

□改善済み 

□改善予定 

上記３か年度とも施設監査（指導検査）が未実施の場合は下記に理由を記入 

 

 

 

具体的な指摘内容と改善内容  

年度 指摘事項（文書または口頭指摘） 是正又は改善内容 

平成 25 年度   

平成 26 年度   

平成 27 年度   
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様式６-２ 

 

履 歴 書 
平成 28 年 6 月 1 日現在 

ふりがな  

生年月日 昭和  年  月  日生 （満  歳） 
氏名  

住所 

（〒   －   ） 

 

役職等 
□理事長 □理事 □監事 

□施設長候補 □主任保育士候補 

法人役職 

就任年月日 
    年  月  日 

法人代表者

との関係 
□親族（続柄           ） □その他 

現在の職業  

年月 期間 略歴 
福祉事業 
従事適用欄 

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

年  月 
～ 

年  月 
年  月   

社会福祉事業関係専門資格等 
※資格証明書（写）を添付 

 

※略歴欄には社会福祉事業歴、地域代表歴等（自治会、社会福祉協議会、民生・児童委員等）も含めて必ず

記入すること。 

※福祉事業従事適用欄には社会福祉事業従事期間に該当する期間項目に「○」を記入すること。 

※社会福祉事業関係専門資格等（その他公認会計士、税理士及び弁護士の資格免許を含む）欄には資格名を

記入し、資格証明書（写）を添付すること。 
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（様式 7_1） 

様式７ 

運営施設・事業概要書Ⅰ 
 

法人名  

 

１ 施設概要 

保育所名  
分園の 

有無 
□有  □無 

所在地 
〒 

  

開設年月日 年  月  日開設 設置運営 □民設民営 □公設民営 

休所日 
□土曜日 ・ □日曜日 ・ □１月２日～１月３日 ・ □１２月２９日～１２月３１日 

□国民の祝日に関する法律に規定する休日 ・ □その他（              ） 

開所時間 

・ 

保育時間 

平 日 

開 所 時 間 午前  時  分～午後  時  分（  時間） 

基本となる 
保育時間 

保育標準時間 午前  時  分～午後  時  分（  時間） 

保 育 短 時 間 午前  時  分～午後  時  分（  時間） 

土曜日 

開 所 時 間 午前  時  分～午後  時  分（  時間） 

基本となる 
保育時間 

保育標準時間 午前  時  分～午後  時  分（  時間） 

保 育 短 時 間 午前  時  分～午後  時  分（  時間） 

認可定員

(人) 

0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

       

 現員        

職員数 

(人) 

職名等 

 

雇用形態 
施 設 長 保育士 保育補助 

保健師 

看護師 
栄養士 調理員 

事 務 

その他 
合 計 

常勤（正 規）         

常勤（非正規）         

非 常 勤         

職員構成

(人) 

勤務年数※1 1 年未満 1～4年 5～9年 10 年以上 合計(ＡとＢは一致) 

常勤(正規)保育士      

職員配置の

配慮と工夫 

    ※2 

 

関連事業 

⑴ 産休明け保育 □有（生後  日目～） □無 

⑵ アレルギー児対応 □有（次頁参照） □無 

⑶ 障害児保育 □有（  〃  ） □無 

⑷ 延長保育事業 □有（  〃  ） □無 

⑸ 病児・病後児保育事業 □有（  〃  ） □無 

⑹ 一時預かり事業 □有（  〃  ） □無 

⑺ 地域子育て支援拠点事業・子育てひろば事業 □有（  〃  ） □無 

※１ 経験年数は正規職員の常勤保育士の貴法人での勤務経験を記入してください（法人内の他園の経験年数を

含みます）。 

※２ 保育士等の職員配置に当たり、配慮又は工夫している点があれば、上記記載欄の欄内に記入してください。

Ａ 

Ｂ 
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（様式 7_2） 

２ 関連事業等の実施内容（前頁の関連事業の詳細） 

【記入上の留意事項】 

○前頁の「関連事業」欄の⑵から⑺までで実施「有」とした事業等の内容を記入してください（「無」とした

事業は記載不要です。）。また、このほかに事業を実施していれば「その他事業」の欄にご記入ください。 

 

⑵ アレルギー児対応 

▼本年６月現在の対象者のほか各年度の対象者数の欄には対象者数が最多となった月の人数を記入してください。 

対象者数（人） 
平成 28 年 6月現在 平成 27 年度 平成 26 年度 平成 25 年度 

    

▼現状の対応方法のほか、配慮点や工夫点を記入してください。 
 

 

⑶ 障害児保育 

▼本年６月現在の対象者のほか各年度の対象者数の欄には対象者数が最多となった月の人数を記入してください。 

対象者数（人） 
平成 28 年 6月現在 平成 27 年度 平成 26 年度 平成 25 年度 

    

▼現状の対応方法（人的配置・環境設定等）のほか、当該事業で貴施設が想定している障害等の程度を記入して

ください。 
 

 

⑷ 延長保育事業 

▼①対象者、②対象年齢、③実施日（曜日）、④実施時間、⑤利用料金（登録料、補食等に係る実費その他の負担）

のほか、⑥実施方法（人的配置・環境設定等）等の事業概要を記入してください。 
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（様式 7_3） 

 

⑸ 病児・病後児保育事業 

▼①対象者、②対象年齢、③実施日（曜日）、④実施時間、⑤利用料金（登録料、補食等に係る実費その他の負担）

のほか、⑥実施方法（人的配置・環境設定等）等の事業概要を記入してください。 

 

 

⑹ 一時預かり事業 

▼①対象者、②対象年齢、③実施日（曜日）、④実施時間、⑤利用料金（登録料、補食等に係る実費その他の負担）

のほか、⑥実施方法（人的配置・環境設定等）等の事業概要を記入してください。 

 

 

⑺ 地域子育て支援拠点事業・子育てひろば事業 

▼事業名称及びその概要を記入してください。 

 

 

 その他事業 

▼実施の有無を記入してください。 

実施の有無 □有 □無 

▼事業概要を記入してください。 
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（様式 7_4） 

３ 実費徴収等（料金負担） 

▼保育所が徴収を行う負担金等（前頁の関連事業等に係る利用料金を除く）の有無を記入してください。 

負担金等の有無 □有（下表のとおり） □無（希望制の物を含めて負担無し） 

▼上表で負担金等が「有」の場合に記入してください（負担金が「無」の場合は記載不要です。）。 

 児童の保育に係る負担金を記入し、必要に応じて記載欄を追加してください。 

品目等 負担金額（円） 

  

  

  

  

  

 

４ 運営に関する規程等 
▼貴施設（法人）で作成し、保育所で現に使用しているマニュアル等の規程の名称を下表に記入し、必要に応じ

て記載欄を追加してください（保育、保健、給食、安全衛生、健康管理、事故防止その他の関係規程）。 

規程名 規程名 

  

  

  

  

  

  

▼下表の記入欄に必要事項を記入してください。 

苦情解決 苦 情 解 決 規程 の 有 無 □有（当該規程等を添付） □無 

苦情解決担当者等の有無 □有（下記に担当者・責任者を記入すること） □無 

 苦 情 受 付 担 当 者 職・氏名記載欄： 

 苦 情 解 決 責 任 者 職・氏名記載欄： 

利 用 者 周 知 の 有 無 □有 （□文書（当該規程等を添付） □口頭 □掲示） □無 

第三者委員の設置の有無 □有（下記に担当者・責任者を記入すること） □無 

 第 三 者 委 員 職・氏名記載欄： 

 第 三 者 委 員 職・氏名記載欄： 

 第 三 者 委 員 職・氏名記載欄： 

福祉サービス

第 三 者 評 価 

直 近 の 受 審 時 期 平成  年度（評価結果を添付） 

評 価 機 関 名  
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（様式 8_1） 

様式８ 

運営施設・事業概要書Ⅱ 

法人名  

施設名  

 

【記入上の留意事項】 

○ 以降は「様式７」と同一の保育所について記入してください。なお、記入に当たっては記載欄を調整

（追加・拡張等）しないでください。 

① 保育理念について 

 

② 保育方針について 

 

③ 保育目標について 
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（様式 8_2） 

 

 

④ 保育所の特色について

 

⑤ ０歳児の保育内容及び保育環境について 
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（様式 8_3） 

 

 

⑥ １歳児の保育内容及び保育環境について 

 

⑦ ２歳児の保育内容及び保育環境について 
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（様式 8_4） 

 

 

⑧ ３歳以上児の保育内容及び保育環境について 

 

⑨ 食育について 
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（様式 8_5） 

 

⑩ 特に力を入れている取組について
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（様式 9_1） 

様式９ 

事業計画書Ⅰ（民間移管後の保育所運営） 
 

法人名  

施設名  

 

【記入上の留意事項】 

○ 移管後の保育所運営について具体的な考え方等を記入してください。なお、記入に当たっては記載欄

を調整（追加・拡張等）しないでください。 

○ また、資料集「資料Ａ10 保護者アンケート集計結果」を確認の上、保護者要望等を踏まえた提案、

記入をお願いします。 

 
① 応募動機について

 
 
② 移管後の保育所運営に対する基本的な考え方（理念、方針及び目標等）について
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（様式 9_2） 

 
③ 保育の内容について（行事等を含む）
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（様式 9_3） 

 
④ 給食について（アレルギー児対応を含む）

 

⑤ 児童及び職員の健康管理について 
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（様式 9_4） 

 
⑥ 施設環境・衛生管理について

 

⑦ 安全対策・事故防止について 
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（様式 9_5） 

 
⑧ 保護者との連携及び意見・要望等への対応について

 

⑨ 地域との連携と地域子育て支援について 
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（様式 9_6） 

 

⑩ 保育の質と専門性を高めるための取組について 

 

⑪ 延長保育事業、一時預かり事業、病後児保育事業その他の特別保育事業について 
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（様式 9_7） 

 
⑫ 特別な配慮を要する児童や家庭への対応について

 

⑬ 保護者負担（費用徴収を含む）に対する考え方について 
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（様式 9_8） 

 
⑭ 法令遵守・個人情報保護への取組について

 

⑮ 今後の保育所整備（改修・老朽化対策等）について 
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（様式 9_9） 

 
⑯ 民間移管に伴う引継ぎ・合同保育等について
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（様式 10_1） 

様式 10 

事業計画書Ⅱ（民間移管後の職員配置等） 

法人名  

施設名  

 

【記入上の留意事項】 

○ 移管後の職員配置等について具体的な考え方等を記入してください。なお、記入に当たっては記載欄

を調整（追加・拡張等）しないでください。 

○ また、資料集「資料Ａ10 保護者アンケート集計結果」を確認の上、保護者要望等を踏まえた提案、

記入をお願いします。 

２ 施設長 

 ⑴ 施設長に求められる人物像と知識経験等について（下記⑵で具体的な候補者名を提示できない場

合は、配置を予定する施設長候補者の年齢や経験等についても可能な限り記入してください。） 

 

 

 ⑵ 施設長候補者について （具体的な候補者がいる場合は下表に記載し、履歴書を添付） 

氏名 年齢 住所（市町村名までの記載で可） 

   

社会福祉事業（社会福祉法第２条第２項・同条第３項に掲げる事業）の通算従事年数   年 か月 

 上記のうち認可保育所における通算従事年数   年 か月 

  上記のうち認可保育所の施設長としての通算従事年数   年 か月 

貴法人での通算従事年数   年 か月 

＊ 社会福祉事業の通算従事年数には、社会福祉法人役員としての経験や認可外保育施設での経験は含みません。 

 

３ 主任保育士 

 ⑴ 主任保育士に求められる人物像と知識経験等について（下記⑵で具体的な候補者名を提示できな

い場合は、配置を予定する施設長候補者の年齢や経験等についても可能な限り記入してください。） 
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（様式 10_2） 

⑵ 主任保育士候補者について （具体的な候補者がいる場合は下表に記載し、履歴書を添付） 

氏名 年齢 住所（市町村名までの記載で可） 

   

認可保育所・認可外保育施設における通算従事年数   年 か月 

 上記のうち貴法人での通算従事年数   年 か月 

 

４ その他の職員 

 ⑴ 保育士、看護師・栄養士等の職員配置に当たっての考え方について（年齢構成・経験年数

等のバランスを含む） 

 

 

 ⑵ 職員の確保策のほか、労働条件・環境の向上に関する考え方について 

 

 

 ⑶ 現に市立南保育所にしているパート等の非常勤職員等が、当該施設に引き続き就労を希望

した場合の継続雇用意向の有無 

□意向有り □意向無し 
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（様式 10_3） 

 ⑷ 職員配置計画 

＜常勤職員の配置＞ 

《施設長》表Ａ 

職 名 ・ 担 当 名 
職員数 

Ａ(人) 

Ａの資格免許(人) Ａの採用形態(人) 
摘要 

保育士 他 新卒 経験 異動 

施 設 長 １       

《保育従事者》表Ｂ 

職 名 ・ 担 当 名 
職員数 

Ｂ(人) 

Ｂの資格免許(人) Ｂの採用形態(人) 
摘要 

保育士 他 新卒 経験 異動 

主 任 保 育 士 １ １      

０ 歳 ク ラス 担 任        

１ 歳 ク ラス 担 任        

２ 歳 ク ラス 担 任        

充 実 担 当保 育 士        

        

        

        

        

        

計        

《保育従事者以外》表Ｃ 

職 名 ・ 担 当 名 
職員数 

Ｃ(人) 

Ｃの資格免許(人) Ｃの採用形態(人) 
摘要 

職名資格等 他 新卒 経験 異動 

保 健 師        

看 護 師        

栄 養 士        

調 理 員        

用 務 員        

事 務 員        

        

        

        

        

計        

表Ａ＋Ｂ＋Ｃ 

職 名 ・ 担 当 名 
職員数 

(人) 

資格免許(人) 採用形態(人) 
摘要 

保育士 他 新卒 経験 異動 

常 勤 職 員  合 計        

 ※ 上表の色塗部に人数その他の必要記載事項を記入すること。
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（様式 10_4） 

 ＜非常勤職員の配置＞ 

《保育従事者》表Ｄ 

職 名 ・ 担 当 名 
職員数 

Ｄ(人) 

Ｄの資格免許(人) Ｄの採用形態(人) 
摘要 

保育士 他 新卒 経験 異動 

０ 歳 ク ラス 担 任        

１ 歳 ク ラス 担 任        

２ 歳 ク ラス 担 任        

充 実 担 当保 育 士        

        

        

計        

《保育従事者以外》表Ｅ 

職 名 ・ 担 当 名 
職員数 

Ｅ(人) 

Ｅの資格免許(人) Ｅの採用形態(人) 
摘要 

職名資格等 他 新卒 経験 異動 

保 健 師        

看 護 師        

栄 養 士        

調 理 員        

用 務 員        

事 務 員        

        

        

        

        

計        

表Ｄ＋Ｅ 

職 名 ・ 担 当 名 
職員数 

(人) 

資格免許(人) 採用形態(人) 
摘要 

保育士 他 新卒 経験 異動 

非常勤職員 合計        

 ※ 上表の色塗部に人数その他の必要記載事項を記入すること。 

【記入上の注意】 

 ＊ 常勤職員 

   常勤職員とは、期間の定めのない労働契約を結び（１年以上の労働契約を結んでいる者を含む。）、労働基準法施行規則

（昭和２２年厚生省令第２３号）第５条第１項第１の３号により明示された就業の場所が当該保育所であり、かつ１日６時

間以上かつ月２０日以上、常態的に勤務し、当該保育所（一括適用の承認を受けている場合は本社等）を適用事業所とする

社会保険の被保険者である者をいいます。 

 ＊ 非常勤職員   

   非常勤職員とは、上記の常勤職員以外のものをいいます。 

 ＊ 採用形態 

   採用形態の「新卒」は、平成３０年の３月に養成学校等を卒業する者。「経験」は、養成学校等を卒業後、資格免許を有

して一定期間、幼稚園教諭又は保育士を経験した者。「異動」は、現在運営している施設から人事異動により配置する者を

それぞれ人数を記入してください。 

 ＊ 職名・担当名 

   職名・担当名欄の空欄には、必要に応じて「延長保育担当」、「一時預かり担当」、「障害児担当保育補助」等と記入して

ください。 
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様式11

単位：千円
予　算

　

0
職員俸給
職員諸手当
非常勤職員給与
退職金関係経費（退職共済掛金、退職引当金）

法定福利費

福利厚生費
旅費交通費
職員研修費
消耗品費
器具什器費
水道光熱費
燃料費
修繕費
通信運搬費
会議費
広報費
業務委託費
手数料
損害保険料
賃借料
租税公課
雑費

修繕費
修繕積立金

給食費
保健衛生費
保育材料費
水道光熱費
消耗品費
器具什器費
賃借料
雑費

0

注記：上記の表は必要に応じて加筆、修正して作成してください。

事業収支計画書

　※

経常収入計（A）

経常支出計（B）

受取利息配当金収入

収
　
　
入

寄付金収入

支
　
　
出

雑収入

延長保育料、その他保護者負担分

（平成        年度）

備　　　考勘　定　科　目
利用料収入
運営費収入
経常経費補助金収入

36



【様式Ａⅰ】 

 

送付先  府中市子ども家庭部保育支援課支援計画係 担当者 ○○○ 行 

【Ｆ Ａ Ｘ】０４２－３３４－０８１０  【Ｅメール】hoiku05@city.fuchu.tokyo.jp 

 

府中市立南保育所設置運営事業候補者募集に係る質問書 

法 人 名  

担当者名  

連 絡 先  

 

件名（質問事項）  

質 問 内 容  

 

 

 

件名（質問事項）  

質 問 内 容  
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【様式Ｂⅱ】 

 

 

府中市立南保育所の民間移管に伴う設置運営事業候補者募集 

に係る事業者説明会・現地見学会の参加申込書 

 

 

府中市保育支援課 宛 

  年  月  日 

 

参
加
申
込
内
容 

事業者 

説明会 

参加希望日 

 □ 平成２８年７月２日（土曜日） 午前 

参加者（職・氏名を記入） 

【職名】 【氏名】 

【職名】 【氏名】 

【職名】 【氏名】 

現 地 

見学会 

参加希望日（第１回又は第２回の□のいずれかに☑） 

 □第１回：平成２８年７月２日（土曜日） 午後 

 □第２回：平成２８年８月●日（土曜日） 午後 

参加者（職・氏名を記入） 

【職名】 【氏名】 

【職名】 【氏名】 

【職名】 【氏名】 

法
人
情
報 

名称  

主たる事務

所の所在地 
 

連絡先 
【電 話】 

【ＦＡＸ】 

担
当
者 

職 名  

氏 名  
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